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PRC Tax 

外貨管理局が直接投資に対す

る外貨管理を簡易化  
 

 
国家外貨管理局は最近、『直接投資に対する外貨管理政策の更なる改善及び調整
に関する通知』（匯発[2012]59 号、以下“59 号通知”と略称）を公布し、直接
投資に対する一連の外貨管理手続を簡易化した。59 号通知では、外貨口座の開
設、投資資金の送金など 40項目以上の国内外投資に関する事前認可が廃止また
は簡易化され、銀行は規定に基づき直接、投資者の依頼を取り扱うこととなっ
た。直接投資に係る外貨管理手続の大幅な簡易化は、国外投資者にも便益をもた

らすものと期待される。59号通知は 2012 年 12月 17 日から施行された。 
 
59 号通知の主な内容 
 
1. 一部の直接投資に対する管理手続の廃止 

   
 直接投資に関連する口座の開設、入金、人民元転換及び外貨購入•対外

支払に係る審査•認可の廃止 
 

 直接投資の通常業務における国内外貨送金に係る審査•認可の廃止 
 

 外国投資者の国内合法所得による再投資に係る審査•認可の廃止 
 

 減資に係る出資検証の確認手続の廃止 

 
 外商投資性公司による国内再投資に係る外貨登録及び出資検証の確認手

続の廃止 
 
 

2. 直接投資における資金運用制限の緩和 
 

 直接投資における外貨口座の開設数及び企業登録地以外での口座開設に
係る制限の緩和 

 
 直接投資における企業登録地以外での外貨購入•対外支払に係る制限の

緩和 
 

 国外貸付の資金源泉及び貸付者の資格に係る制限の緩和。国内機構は国

内外貨借入金をもって国外へ貸付を行うことができ、また外商投資企業
はその外国の親会社へ貸付を行うことができる。 
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3. 直接投資における外貨管理手続の簡易化 
 
 直接投資における外貨口座の種類の簡素化 

 
 外商投資性公司による国内再投資に係る外貨管理手続の簡易化 

 
 外商投資企業の出資検証における確認手続の簡易化 

 
 外国投資者が中国側持分を買収した場合の外資外貨登録手続の簡易化 

 
 外商投資企業が外貨資本金を人民元に転換する際の管理の改善 

 
下表においては、59 号通知による一部の重要な変更点について、従来の規定との比較を行っている。 
 

外商投資企業の設立と出資検証 
 

 従来の規定  59 号通知 

外貨口座の開
設 
 

 
外商投資企業の設立に関わる初期費用の支払の
ために、外国投資者が国内の銀行に専用外貨口

座を開設する場合、外商投資企業の設立予定地
の外貨管理局の認可を得なければならない。  
 

外商投資企業は設立後に、外貨管理局の認可を
得た上で、外貨資本金口座を開設することがで
きる。 
 

 
初期費用の支払のための専用外貨口座や外貨資
本金口座を開設する場合、外貨管理局の認可は

不要である。銀行は外貨管理局の業務システム
に登録された情報に基づき、直接、口座開設手
続を行う。 

 
外商投資企業は原則として、企業登録地以外で
外貨資本金口座を開設することは認められな
い。外貨資本金口座の開設数を制限し、かつ口
座毎に上限額を設定することにより、企業の資
本金流入を管理する。 
  

 
企業登録地以外での外貨資本金口座の開設に係
る制限を取り消す。口座の開設数と口座毎の流
入額に制限を設ける代わりに、外商投資企業の
資本金流入総額を制限する。 
 

出資検証にお
ける確認手続 

 
会計士事務所は出資検証の確認手続を行う際、
外貨管理局に紙ベースの書類を提出し、かつ外
貨管理局から書面による回答を得なければなら
ない。外商投資企業が減資する場合にも、会計
士事務所は外貨管理局に対して確認手続を行わ
なければならない。 

 

 
会計士事務所は外貨管理局の業務システムを通
じて確認の申請をし、かつオンラインで外貨管
理局の回答を得る。減資時の確認手続は取り消
す。 

 
国内再投資 
 

 従来の規定  59 号通知 

外国投資者に
よる国内再投
資 

 

外国投資者が国内利益などの合法所得により再
投資をする場合（既存投資先企業の増資あるい
は企業の新規設立）、及び投資先企業が登録済
の外債を登録資本金に転換する場合、いずれも
外貨管理局の認可が必要である。 
 

 

外貨管理局の認可を取り消す。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 



国内再投資 (続) 
 

 従来の規定 59 号通知 

外国投資性公
司2による国内
再投資 

 
外国投資者若しくは外商投資性公司のいずれが
設立する場合であっても、外商投資企業は全て

外貨登録手続を行う必要がある。 

 
外商投資性公司の国内再投資により設立される
企業は外貨登録手続を行わなくてよい。外商投

資性公司と外商投資者の共同出資により設立さ
れる企業は引き続き外貨登録手続を行う必要が
あり、その場合、外商投資性公司は中国側出資
者とみなされる。 
 

 
外商投資性公司は外貨管理局の認可を得た後

に、外貨投資資金を投資先企業に送金すること
ができる。  

 
外貨投資資金の送金に係る認可を取り消す。銀

行は規定に基づき、企業が提出した真実性を証
明する書類をレビューした後、資金の国内送金
手続を行い、同時に外貨管理局の業務システム
に遅滞なく情報を登録する。 
 

 
中国側からの出資持分の買収 
 

 従来の規定 59 号通知 

資産現金転換
口座3の開設と
入金(中国側) 

 
銀行に資産現金転換口座を開設する際、及び持
分の譲渡による外貨収入を当該口座に入金する
際には、外貨管理局の認可が必要である。 
 

 
口座の開設と譲渡収入の入金に係る認可を取り
消す。銀行は外貨管理局の業務システムに登録
された情報に基づき、直接、関連手続を行う。 

中国側持分の
買収に係る外
資外貨登録

(外国側)  

 
外国投資者は持分の購入対価を支払った後、譲
渡側の所在地の外貨管理局で外資外貨登録を行
う必要がある。 
 

 
外国投資者が、国外からの送金の形式で対価の
全額を支払う場合、銀行が国内資産現金転換口
座への資金入金を届け出た後、外貨管理局は業
務システムを通じ、自動的に出資確認登録を行
う。 
 

非貨幣形式で対価を支払う場合、出資持分の変
更が生じた企業が、所在地の外貨管理局で出資
確認登録を行う。 
 

 
中国側への出資持分、不動産の譲渡 
 

 
従来の規定 59 号通知 

持分譲渡対価
の対外支払 
（中国側） 

 
国内機構または個人が外商投資企業の外国側
持分を取得する場合、持分譲渡対価を支払う
ための外貨購入•支払には、外貨管理局の認可
が必要である。 

 

 
外貨購入•支払に係る外貨管理局の認可を取り
消す。銀行は外貨管理局の業務システムに登
録された情報に基づき、直接、外貨購入•支払
の手続を行う。 

 

国内不動産の
譲渡収入の対
外支払（外国
側の国内機
構） 

 
国外機構の国内にある支店、代表機構が国内
不動産を譲渡して得た収入は、外貨管理局の
認可を得た上で、外貨購入•支払が可能とな
る。 
 

 
外貨購入•支払に係る外貨管理局の認可を取り
消す。銀行は関連書類をレビューした後、直
接、外貨購入•支払の手続を行う。 
 

 
 

                                                
2
 59 号通知では、外商投資ベンチャーキャピタル企業、外商投資株式投資企業についても、外貨管理上は外商投資性公司とみなす旨を規定し

ている。 
3
 資産現金転換口座は、国内機構が国内外の出資持分、不動産などの資産権益の譲渡により取得する外貨を預け入れる際に用いられるもので

ある。 



国外への貸付 
 

 従来の規定  59 号通知 

国外の借入者 

 
国外への貸付は原則として、借入者が国外で合
法的に設立された、貸付者の全額出資子会社ま

たは出資企業である場合にのみ、認められる。 
 
国内に地域的な投資管理機能を果たすメンバー
企業を有する外資の多国籍企業については、そ
の国内のメンバー企業は国外のメンバー企業へ
貸付をすることができる。但し、外貨貸付残高
は、前年度の外国投資者への分配済未送金配当

と、外国投資者の持分に帰属する部分の未処分
利益との合計額を超えてはならない。 
 

 
借入者の身分について、明確な制限はない。国
内子会社は国外の親会社へ貸付をすることがで

きる。但し、貸付金額は、国外の親会社に帰属
する部分の国内子会社の未払配当金と未処分利
益の残高の合計額を超えてはならない。 
 

 
資本金の人民元転換 
 

 従来の規定  59 号通知 

例外的な人民
元転換 

 
資本金の人民元転換に関する規定に完全には合
致していないが、外商投資企業が確かに人民元
転換を必要としている場合、銀行は審査を行っ
た後、例外的な人民元転換を取り扱うことがで
きる。但し、関連の審査意見及び企業の申請書
類を所在地の外貨管理局に事前に提出する必要

がある。 
 

 
例外的な人民元転換に係る外貨管理局への事前
届出手続を取り消す。銀行は審査を行った上
で、直接、人民元転換手続を行う。 
 

 
要約 
 
59 号通知により、外国投資者の直接投資に係る多くの審査•認可項目が取り消され、銀行が関連規定に基づき直接に手続
を行うこととなった。また、今までの紙ベースでの申請に代えて、外貨管理局の業務システムにより処理が行われるよう

になる。これらは社会コストを低減し、貿易投資を促進し、実体経済の発展を図る上で、重要な意義を持つものと考えら
れる。但し、新しい政策は一連の外貨管理手続を簡易化しただけでなく、直接投資に対する外貨管理業務における銀行の
コンプライアンス意識の向上についても強調している点にも注目すべきであろう。このことは、外貨管理部門が今後も、
ミクロの管理からマクロの管理への転換を図りつつ、外貨管理規定違反に対する監督管理を継続することを表していると
言える。 
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